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?有用効果」概念とサービス産業の実証分析
佐 藤 拓 也
はじめに
飯盛信男氏は日本のサービス論争に対して，理論研究と実証研究の両面に
わたって多大な貢献をしてきた。その研究の特徴を一言でまとめることが許
されるならば，第１に，『資本論』からの「有用効果」概念をサービス概念と
してその理論体系に採り入れ，第２に，この「有用効果」概念を，商業，金
融保険，不動産を除くサービス産業全般に広く適用するということにある。
サービス産業とは，運輸業と同様に，通常の意味での生産物ではなく有用効
果（無形生産物）を生産する産業である，という見方である。そして，この
見方に基づいて，サービス産業をめぐる数多くの実証分析が展開されてきた。
サービスやサービス労働，サービス産業をめぐる理論的研究と実証的研究
とが一体となって展開される氏の方法は，その研究を他の追随を許さないも
のとしている。言い換えれば，広くサービス産業全般（商業，金融等を除く）
に適用できるサービス概念を打ち立てたことによって，実証分析の範囲を
サービス産業全般に広げることを可能とし，サービス産業論やサービス経済
論の展開を可能とした。現代のサービス経済論は，その対象を「対人サービ
ス」や「消費者サービス」の一部に限定することなく，「対事業所サービス」
や「公共サービス」をも広く含むものでなければならないという点で，私も
氏の実証分析から多くを学んでいる。現代のサービス経済論に対して期待さ
れるのは，現代資本主義におけるサービス産業の発展や，現代資本主義のサー
ビス経済化の全体像を把握し，それがもつ問題点をも浮き彫りにして提示し
ていくような研究であると思われるからである。
しかしながら，こうした有用効果概念の確立とそのサービス産業への適用
という方法と，それに基づくサービス産業全体の実証分析という研究は，上
記のようなメリットをもたらしているように見えるものの，こうした方法で
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あるがゆえの問題も内包しているように思われる。
そこで，本稿では，飯盛氏の所説が抱えるその問題点を明らかにすること
を通じて，サービス経済論のあるべき方法について，論じることとしたい。
１．有用効果概念とその適用範囲
飯盛氏によるサービスの捉え方は，下記の引用に端的に示されている。す
なわち，マルクスの『剰余価値学説史』からの複数の引用を示した後に，次
のように述べている。
「社会の生産物は物質的生産物と非物質的生産物（サービス）にわけられて
いる。サービス生産については後に『資本論』第二巻第一篇で，その一例と
して交通業が分析され，その使用価値は無形の，物の形をとらぬ「有用効果」
としてとらえられ，それが価値の素材的に担い手となるとされたのである。
経済活動は物質的生産部門，非物質的生産部門（サービス部門）と生産物を
うみださぬ流通部門（商業，金融保険，不動産業）にわかれることとなる」
（飯盛，1993，186-187ページ）。
「物質的生産活動は自然を対象とする活動であり，その結果としての物質的
財貨は『自然素材』と労働の結合物であり，『物質的基体』を含んでいる。サー
ビス生産の特質は物質的生産の場合にみられる『自然素材』『物質的基体』を
有しないことである。…［中略］…サービス提供においては生産物の主要実
体，主要材料としての原料（物質的基体）は存在せず，労働対象として機能
するものは補助材料のみである」（189-190ページ）。
上の引用から飯盛氏の主張の概要をまとめるとおおよそ以下のようになる。
第１に，社会の経済活動は，⑴物質的生産部門，⑵非物質的生産部門（サー
ビス部門），⑶流通部門（商業，金融保険，不動産業）の３部門からなる。第
２に，⑴は物質的財貨を生産する部門，⑵は無形の使用価値である「有用効
果」を生産する部門，⑶は生産物を生み出さない部門のことである。第３に，
⑴の生産物は自然素材と労働の結合物であり，⑵の生産物は自然素材，物質
的基体（原料）を含まない。
ところで，マルクスにおいて非物質的生産という概念とサービスという概
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念は，本来は別の概念である?。また，自然素材の有無が⑴と⑵の区別の基準
として捉えられているが，この点は最大の論点となろう。さらに，この有用
効果概念に対しては，それが実は労働の働きという概念と同じなのではない
かといった批判が，比較的以前から提示されている（刀田，1993，100-103ペー
ジ）。こうしたマルクス解釈の当否，労働過程の捉え方の是非，有用効果概念
そのものの性質といった諸点は，いずれも避けて通れない論点ではある。し
かし，これらの重要論点の検討は本稿ではあえて行わないこととしたい。こ
れらの概念や解釈をめぐる論点に踏み込むことで，私と飯盛氏との間で議論
がかみ合わなくなることを避け，また本稿での主たる論点を正面から論じた
いためである。
すなわち，本稿では，まずは飯盛氏のサービス概念や有用効果概念をいっ
たん認め，しかもそれを飯盛氏と同様にサービス産業全般に適用することを
想定してみたうえで，むしろそうして広くサービス産業全般に唯一のサービ
ス概念を一律に適用するという方法自体が抱える問題を明らかにするという
ことに焦点を絞りたい。言い換えれば，有用効果概念それ自体の是非を直接
争点とするのではなく，有用効果というサービス概念を一律にサービス産業
全体へ適用することから生じる問題を，明らかにしたいということである。
さて，その有用効果概念が適用される「サービス部門」の範囲であるが，
最新の著書である飯盛（2007，75ページ）では，「産業連関表」に基づいて「サー
ビス部門の業種別生産額推移」が掲示されている。これによれば，生活関連
サービス（洗濯，理容，美容，写真業，冠婚葬祭，その他），余暇関連サービ
ス（自動車・スポーツ・娯楽用品レンタル，個人教授所，宿泊業，映画制作
配給，映画館，劇場・興行場，遊戯場，競輪・競馬等，スポーツ施設・遊園
地，興行団，その他），対事業所サービス（放送，各種機器賃貸，広告，情報
サービス調査，自動車整備，機械修理，建物サービス，法務財務会計，土木
建築サービス，労働者派遣，その他），公共サービス（廃棄物処理，教育，研
１ マルクスは４つの物質的生産部門（採取産業，農業，製造業，運輸業）と非物質的生
産部門（芸術，科学，教育，医療，宗教活動など）への区分という視点をもつ一方で，
あらゆる労働や使用価値について「サービス」(有用的働き）という概念を見出してい
る。この点からも両者は同じ概念でないことが分かる。
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究，医療保健，社会保障，その他）の４大分類が，サービス部門ということ
になっている。つまりこれらの４つのサービス産業が，先の３大部門のうち
⑵の有用効果を生産する「非物質的生産部門（サービス部門）」ということに
なる。
それでは，具体的に，これらの産業が果たして有用効果を生産する産業と
言えるのかどうかを，見ていきたい。
２．企業内業務の外部化による「有用効果生産労働」への変質
まず，サービス産業のなかでも，近年成長著しい情報サービスをとりあげ
てみたい。ただし，「情報サービス」と一口に言っても，現行の「日本標準産
業分類」で言えば，それは一般に大分類Ｈ情報通信業のなかの中分類（39お
よび40），したがって小分類３業種（391，392，401）からなると言ってよ
い?。そしてそのそれぞれについても，その下位に複数の細分類を持つ場合も
ある（表１）。
このうち，たとえば情報処理サービス業（細分類3921）はどうであろうか。
情報処理サービスが顧客企業の情報を処理する業務を担うことは，それがす
べての業務でないにせよ，まずは前提してよいであろう。その際，たとえば
在庫管理に関わる情報を処理するとすれば，それは，情報処理という形態を
とりながら在庫管理業務を担っていることも認められるであろう。同様に，
流通業務に関わる情報処理をすれば，それは流通業務を担うことも認められ
るであろう。すなわち，社会的分業の観点から言えば，一口に情報処理サー
ビスと言っても，前者のように流通過程に延長された生産的機能を担うもの
から，後者のように流通業務そのものを担うものまで，さまざまな機能を担
うものがあることは，まず議論の前提としてよいであろう。
２ たとえば，「平成22年特定サービス産業実態調査」は，この３業種を合わせた調査票で
調査し（経済産業省，2011），また，情報サービス産業協会では，便宜的にではあるが，
この３業種をまとめて「情報サービス産業」の数値としている（情報サービス産業協会，
2011）。こうしたことから，通常「情報サービス」と言われるものは，現行の「日本標準
産業分類」に言うところの当該３業種であるとすることには，大きな異論はないであろう。
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さて，そこで論点は，情報処理サービス業が社会的分業におけるさまざま
な機能を担っているという性質と，それを有用効果生産であると見なすこと
との関係である。もちろん，マルクスの本来の有用効果概念に照らせば，有
用効果とは，物質的生産労働であれ運輸労働であれ，いわゆる「サービス労
働」であれ，およそ具体的有用労働であればそれがもたらす有用な効果のこ
とであるから，ここでの情報処理サービスが，生産的機能（在庫管理）を担
おうと流通機能を担おうと，具体的有用労働として有用効果をもたらすこと
は認めてよい。飯盛氏も，「サービス生産」ではなく物質的生産を念頭に置き
ながら，「使用価値の生産は自然素材（物質的基体）と有用効果（有用労働の
結果）の結合」（飯盛，1993，188ページ）と述べており，その解釈の是非は
ともかく，物質的生産労働においても有用効果が生み出されるという立場に
表１ 情報サービス業の分類
中分類 小分類 細分類 内容例示（主な産業名)
39 情報
サービス
業
391 ソフト
ウェア業
3911 受託開発ソフ
トウェア業
受託開発ソフトウェア業；プログラム
作成業；情報システム開発業；ソフト
ウェア作成コンサルタント業
パッケージソフトウェア業；ゲーム用
ソフトウェア作成業
受託計算サービス業；計算センター；
タイムシェアリングサービス業；マシ
ンタイムサービス業；データエント
リー業；パンチサービス業
データベースサービス業（不動産情報，
交通運輸情報，気象情報，科学技術情
報などの提供サービス業）
市場調査業；世論調査業
サーバ・ハウジング業；ASP（アプリ
ケーション・サービス・プロバイダ）；
電子認証業；情報ネットワーク・セ
キュリティ・サービス業；ポータルサ
イト運営業
3912 パッケージソ
フトウェア業
3921 情報処理サー
ビス業
3922 情報提供サー
ビス業
3929 その他の情報
処理・提供サービス
業
4011 インターネッ
ト附随サービス業
392 情報処
理・提供サー
ビス業
401 インター
ネット 附 随
サービス業
40 イン
ターネッ
ト 附 随
サービス
業
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は立っている。
しかし，飯盛説における有用効果概念とは，サービス労働によってもたら
される無形の使用価値，非物質的生産物としてのそれである。つまり，飯盛
氏に従うならば，情報処理サービス労働は，情報処理という形態をとった在
庫管理労働や流通労働ではなく，無形使用価値（有用効果）を生産する労働
として捉えられなければならない。「企業関連サービスは『全体労働者』（『資
本論』１巻５篇14章）の部分機能が外部化・独立したものであり，無形使用
価値（有用効果）を生産し物的生産物に価値を追加する」（飯盛，2008，92ペー
ジ）。「有用効果生産説はサービス一般に適用できるものであり，それが企業
向けに提供されるならば，生産物に価値を追加することにとなる」（同上）。
つまり，もともとは全体労働者のうち在庫管理という部分機能を担う労働で
あったものが外部化・独立し，情報処理サービス業によって担われるように
なれば，その労働は，在庫管理労働ではなく「無形使用価値（有用効果）を
生産」する労働に変化するのである。しかもこうした「有用効果生産説はサー
ビス一般に適用できる」とまで言われている。
ところが，ここで一つの問題が生じる。企業内に存在していたときには在
庫管理業務を担っていた労働が，外部化・独立したことで無形生産物（有用
効果）生産労働に転化する，と言うのであれば，企業内に存在していた時に
流通業務を担っていた労働も，外部化・独立すれば商業労働ではなく有用効
果生産労働に変質する，と見なければならない。こういう見方は果たして妥
当であろうか。
よく知られているように，流通業務は，それが外部化しても流通業務であ
ることに変わりはない。すなわち，「それ自体としては不生産的であるが再生
産の必要な一契機である機能が，分業によって，多数の人々の副次的業務か
ら少数の人々の専属業務に，彼らの特殊な営業に転化されても，機能そのも
のの性格はかわらない」（マルクス，1984，205ページ，Marx,1963.S.133）
とされている。
飯盛氏も，広く第三次産業のなかでも，商業，金融，不動産については，
これをサービス産業から除外していることは先に触れたとおりである。つま
り，ここには，流通業務は，製造業企業の内部で行われようと，独立の商業
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資本によって担われようと，それらが流通業務としては何ら変わりがないと
いうことへの妥当な認識がある。もし流通業務が外部化することで「無形使
用価値（有用効果）生産労働」に変質するならば，飯盛説に従えば「サービ
ス産業」に含まなければならないが，飯盛氏も，そこはきちんと商業労働と
してサービス産業から除外している。そもそも，飯盛氏自身も上記の『資本
論』からの文章を同趣旨で肯定的に引用している（飯盛，1993，211ペー
ジ）。つまり，流通労働は外部化したとしても決して「無形使用価値（有用効
果）生産労働」へ変質するようなことはないという，極めて妥当な取り扱い
である。ところが，同じ流通業務を担っている労働が，流通情報の処理とい
う形をとって「情報処理サービス業」として外部化されるやいなや，飯盛説
によれば，「有用効果生産労働」へと性質を変更されざるをえないのである。
生産機能の一部である在庫管理を担っていた労働も，外部化されると「有用
効果生産労働」に転化してしまう。なぜなら，「情報処理サービス業」は，先
の３大部門のうち⑵のサービス部門に含まれているからである。
３．サービス産業にも含まれる物質的生産と固定資本の現物貸付
情報サービスにさらについて続けよう。たとえば，「システムインテグレー
ション・サービス」は，特定サービス産業実態調査では，「受注ソフトウェア
開発」業務に含まれる。これは，「情報システムの企画提案（コンサルティン
グ）から要件定義，開発・構築，運用，教育に至るまで，システム構築に係
る一切を総合して提供するサービス」とされる。そこでは，ソフトウェアと
ハードウェアとが一体となって構築されるはずであるから，無形使用価値（有
用効果）ではなくて物的な労働手段を生産する労働も含まれていると言って
よい。もっとも飯盛説では，「情報」が「ソフトウェア」という「物」の形を
とったとしても，その「物」はあくまでも情報伝達のための「媒体」であっ
て生産物の「主要基体」「原材料」にはならないから（飯盛，1993，191ペー
ジ），先の３大分類の⑵のサービス部門に含まれる，と主張されるかもしれな
い。この点は，ここでは問わないことにしよう。しかしそうであったとして
も，サーバーや情報端末を含む各種情報機器の具体的な仕様を決定し設計し
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構築する労働が，物質的生産に関わっていないと見なすことはむしろ無理が
あろう。すなわち，こうしたシステムインテグレーションサービスのような
情報サービス業務には，物的生産物の設計や生産，販売といった業務が含ま
れている。このことは，仮に「有用効果生産」という理論を認めたとしても，
サービス産業には雑多な業務が混在しているということをむしろ実証してい
る。つまり，情報サービスという狭い範囲に限ったとしても，それは有用効
果概念を一律に適用すればすむような産業ではないという点こそ，注目され
なければならない。もう少しいえば，ハードウェアとソフトウェア，あるい
はいわゆる「サービス」と「モノ」とが分かちがたく結びついている点にこ
そ，近年の情報サービス業の特徴があるのであって，この点を捉えることは
実証分析としても重要な課題である。
近年急拡大してきたいわゆるクラウド・コンピューティングについても，
たとえば，総務省スマート・クラウド研究会（2010，１ページ）では，その
「便宜的定義」として「インターネット等のブロードバンド回線を経由して，
データセンタに蓄積されたコンピュータ資源を役務（サービス）として，第
三者（利用者）に対して遠隔地から提供するもの。なお，利用者は役務とし
て提供されるコンピュータ資源がいずれの場所に存在しているか認知できな
い場合がある」としている。また，「クラウドサービスの構成要素」を，⑴ IaaS
（Infrastructure as a Service)；「サーバ，CPU，ストレージなどのインフ
ラをサービスとして提供する」，⑵ PaaS（Platform as a Service)；?アプリ
ケーションを稼働させるための基盤（プラットフォーム）をサービスとして
提供する」，⑶ SaaS（Software as a Service)；?アプリケーション（ソフト
ウェア）をサービスとして提供する」，の３つに区分している（７ページ）。
ここからさしあたり言えることは，「便宜的定義」であれ「３区分」であれ，
いずれも，ハードウェアからソフトウェアまでの固定資本を，その所有者で
はない利用者へと提供する「サービス」だということである。すなわち，固
定資本を現物形態で貸し付けることを，第一の業務にしている。もちろんそ
の貸付を可能とするために，当該の固定資本を保守し管理するための具体的
労働は不可欠である。
同じように，先述の特定サービス産業実態調査でも，「インターネット付属
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サービス」のなかの，たとえば「ASP業務（ソフトウェア開発を除く）」は，
「他の会社から仕入れたアプリケーションソフトを，ネットワーク経由で利用
者向けに貸与・提供し，対価として利用料を徴収する業務」，「サーバーホス
ティング業務」は，「あなたの会社が用意したサーバ等の一部又は全部をイン
ターネットを通じて賃貸すること及び，当該サーバの管理等を行う業務」と
されている。つまり，「貸与・提供」が主たる業務である。
これらを理論次元ではどう捉えるべきか。ある論者は，「役に立つ［サービ
ス…引用者］とは，商品のそれであれ，労働のそれであれ，ある使用価値の
有用的働き以外のなにものでもない」（マルクス，1983，328ページ，Marx,
1964,S.207）という『資本論』の「定義」に依拠して，これらのインフラや
プラットフォーム，ソフトウェアも，ユーザーに対して「有用的働き」だけ
を提供する「サービス業」であると，論定するかもしれない。それは一つの
見方かもしれないが，しかし飯盛氏はそうした「有用的働き」説に立っては
いない。すなわち，繰り返し述べてきたように，サービス業とは，物的生産
物の対立概念であるところの有用効果（無形使用価値）を生産する産業であっ
た。しかし，こうしたクラウド・コンピューティングが固定資本を現物形態
で貸し付けて，その一時的利用のために「貸与・提供」し対価を得る産業で
あることを認めるならば，これは飯盛氏の３大部門分類に照らせば，⑵のサー
ビス部門よりも，むしろ⑶の流通部門の方により親和的であろう。
このように，近年の代表的成長業種である情報サービス産業を取り上げた
だけでも，サービス産業とは，一律に有用効果（無形使用価値）概念で括れ
るような産業ではないことが，明らかとなってくる。
４．派遣労働者も有用効果生産労働者か
このことは，近年の成長サービス業である労働者派遣業においては，なお
明らかになる。言うまでもなく，労働者派遣業は，各産業に対して，種々の
労働者を派遣する産業である。ところで，2005年時点で労働者派遣業で雇用
されている労働者のうち，もっとも大部を占めるのが生産工程・労務作業者
である（表２）。ここでは統計の制約上，労働者派遣業を含む「その他の対事
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注：１．製造業は「食料品」から「その他の製造工業製品」までの合計。
２．「生産工程・労務作業者」は、「製造・制作作業者」「定置機関運転・建設機械運
転・電気作業者」「採掘・建設・労務作業者」の合計。
出所：総務省（2010）『1995-2000-2005年接続産業連関表』付属表・雇用マトリックスよ
り作成。
表２ 製造業およびその他の対事業所サービスにおける職業別雇用者数
1995 2000 2005
（単位：人)
製造業
生産工程・労務作業者
対前期増減数
小計に占める割合
事務従事者
対前期増減数
小計に占める割合
販売従事者
対前期増減数
小計に占める割合
小計
対前期増減数
産業計に占める割合
その他の対事業所サービス業
生産工程・労務作業者
対前期増減数
小計に占める割合
事務従事者
対前期増減数
小計に占める割合
販売従事者
対前期増減数
小計に占める割合
小計
対前期増減数
産業計に占める割合
産業計
職業計
対前期増減数
8,069,811
70.5％
1,606,800
14.0％
553,202
4.8％
11,444,149
20.7％
740,276
32.5％
622,405
27.3％
106,055
4.7％
2,277,132
4.1％
55,165,586
7,591,913
-477,898
77.0％
1,051,970
-554,830
10.7％
400,139
-153,063
4.1％
9,865,517
-1,578,632
17.7％
922,597
182,321
29.0％
1,158,139
535,734
36.5％
109,321
3,266
3.4％
3,177,008
899,876
5.7％
55,758,257
592,671
6,634,640
-957,273
74.6％
1,115,894
63,924
12.5％
363,971
-36,168
4.1％
8,894,741
-970,776
16.1％
1,634,942
712,345
38.8％
1,275,825
117,686
30.3％
219,864
110,543
5.2％
4,212,391
1,035,383
7.6％
55,303,614
-454,643
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業所サービス業」が対象であるが，その雇用者数が421万人で全雇用者総数
5,530万人の7.6％を占める一大産業になっていることもさることながら，そ
こに雇用される生産工程・労務作業者も163.5万人で，同サービス業での雇用
者数全体の38.8％を占める。それは2000年に比較して71万人も増大している
が，同サービス業で同時期に増大した雇用者数103.5万人の約７割にも達す
る。他方で，同時期に製造業では95.7万人もの生産工程・労務作業者が減少
しており，この間の業務の代替・外部化が急速に進展したことを示唆してい
る。このように，近年のサービス業の拡大は，こうした生産工程・労務作業
者の拡大に見られるように，いわゆるサービス職業の増大とは別の次元で生
じている動きであることを，議論の前提としてまず確認しておきたい。
さて，こうした生産工程・労務作業者は，労働者派遣業（ここでは「その
他の対事業所サービス業」）に雇用されながら，さまざまな産業へと派遣され
て製造業務を担うことになるが，労働者派遣業をサービス部門として捉える
飯盛氏に従えば，これもまたサービス部門であるかぎり，有用効果を生産す
る労働であると見なさなければ首尾一貫性を欠く。とはいえ，労働者派遣業
から自動車産業に派遣された自動車組立作業者（「生産工程・労務作業者」の
下位分類職業の１つ）が，自動車生産を担っていることは誰の目にも明らか
である。ところが，彼らも，自動車ではなく有用効果を生産する労働に転化
してしまうのであろうか。
もっとも，繰り返しになるが，『資本論』に言う有用効果は，何も運輸業に
限られたものではなく，通常の物質的生産一般に広く認められる概念である。
その意味であれば，自動車組立作業者も有用効果を生み出していることは間
違いない。しかし，飯盛説における有用効果とは，こうした意味での有用効
果ではなく，サービス産業において独自の役割を与えられた無形使用価値（非
物質的生産物）概念であった。つまり，物質的生産物とは対立的な概念であ
る。すなわち，飯盛氏の理論に従った場合には，サービス部門の一部をなす
労働者派遣業は，自動車ではなく無形使用価値（非物質的生産物）というサー
ビスを生産していなければならない。しかし，同じ自動車生産のラインで並
んで働く２人の労働者が，一方は直接雇用されているために自動車生産とい
う具体的有用労働を遂行し，他方は派遣労働者であるために有用効果（無形
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生産物）を生産する労働者であるということは，言えないであろう。
また，「日本標準産業分類」によれば，労働者派遣業はサービス業（対事業
所サービス）に分類される一方，請負業は，その請け負う業務の内容に応じ
て各産業に格付けされることとなっている?。すなわち，請負業は?日本標準
産業分類」ではサービス業ではない。飯盛氏のサービス産業は，先の３大部
門分類によれば，事実上，「日本標準産業分類」のサービス業から商業や金融
などを除いたものであったから，労働者派遣業はサービス業に分類される一
方，請負業は各産業に含まれるものと分類されるはずである。しかも，前者
はサービス業である以上は有用効果を生産する産業である一方，後者は，自
動車製造を担う請負業であれば，自動車産業の一部と見なされるから，有用
効果（サービス）ではなく物質的生産物（自動車）を生産する産業というこ
とになる。
もちろん，請負業と労働者派遣業は，同じように自動車を生産しているか
らといって，その経済的形態は異なるのだから，これを別々の産業に分類す
ること自体には，分析上の一定の意義があることは言うまでもない。とりわ
け，後者の労働者にとっては，その雇用主は労働者派遣業の事業主である一
方，実際の仕事上での指揮・命令は派遣先の「上司」からなされる。こうし
た職場において仮にその労働環境について異議が生じたとしても，その「上
司」（派遣先）は件の労働者派遣業主の「顧客」でもある。したがって，通常
の労使関係とは異なり，派遣労働者による異議申し立ては顧客に対する異議
にもなってしまうから，派遣労働者は極めて弱い立場に置かれることになる。
これに対して，直接の雇用関係にある雇用主からの業務上の指揮・命令を受
ける請負業での労働者は，派遣労働者のような立場からは一線を画される。
もっとも，労働者派遣法には，労働者のこうした立場の弱さを一定程度回復
するための規制が含まれているから，今度はそれを嫌った労働者派遣業主が
３ ?日本標準産業分類」では，労働者派遣業の説明として，「主として派遣するために雇
用した労働者を，派遣先事業所からその業務の遂行等に関する指揮命令を受けてその事
業所のための労働に従事させることを業とする事業所をいう。なお，主として請負によっ
て各種事業を行っている事業所，自らその業務の遂行等に関する指揮命令を行っている
事業所は，経済活動の種類によりそれぞれの産業に分類される」とされている（総務省，
2007）。
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「偽装請負」をするケースも少なからず生じ，これが近年社会問題化した。こ
のように，両者の間には雇用形態や商取引の形態での違いがあり，そこから
生じる問題を明らかにするためにも，別々の産業に分類されているという事
実は重視されるべきである。しかしながら，飯盛氏の区別は，こうした雇用
形態の違いに基づく区別ではなく，現行の産業分類が両者を区別しているこ
とから，理論的にもそれを別のものとせざるをえないという区別である。す
なわち，両者がともに自動車を生産しているにもかかわらず，請負業が製造
業に分類される以上はその労働者は自動車生産という物質的生産を遂行する
一方，労働者派遣業から派遣された労働者はサービス（有用効果）生産労働
者になってしまう，という区別である。
こうした難点を解決する方法は，２つしかない。第１の方法は，労働者派
遣業を飯盛氏の言う⑵のサービス部門からは除外する措置をとることである。
たとえば労働者派遣業を流通業と見なして除外し，⑶の流通部門に分類しな
おすことである。こうした除外措置を講ずることによって，「有用効果」が適
用できる業種は少なくなるものの，しかし，サービス産業とは有用効果を生
産する部門であるという，理論の要諦は守られることとなる。
しかし，こうした措置は，他のサービス業にも容易に及ぶであろう。たと
えば，先の情報処理サービスも，その大部分は他産業の業務を代替している
とすれば，それらは有用効果生産ではなく具体的な諸機能（在庫管理や流通
業務）を果たしているのであるから，サービス部門から除外されよう。情報
サービスのかなりの部分を占めるシステムインテグレーションサービスも，
その相当部分は，情報機器の生産に関わる業務である。また，各種のレンタ
ルやリースといった賃貸サービスも，有用効果を生産しているのではなくむ
しろ貸付資本の一種であるから，やはりサービス産業から除外されよう?。こ
れは，事実上，有用効果概念で説明できるサービス産業が極めて限られると
４ ?有用効果」説が体系的に提示された飯盛（1985）でも，その第９章では，各種の物品
賃貸業は，サービス部門ではなく商業や金融などと並んで流通部門として分類されてい
た（286ページ）。他方，本稿第１節で紹介したサービス産業には賃貸が含まれていた（飯
盛，2007，75ページ）。雑多なサービス業のそれぞれの社会的機能に注目するならば，前
者の立場の方が，後者より適切であろう。
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いうことを意味している。
第２の方法は，労働者派遣業は，実体としては自動車生産を担っているも
のの，実証分析上はサービス部門に含めるという措置である。これは，無形
使用価値（有用効果）ではなく有形使用価値である自動車を生産する労働者
を派遣する労働者派遣業も，サービス経済論の対象には含もうということで
あるから，それは一つのあり方である。なぜなら，冒頭にも述べたように，
サービス経済論は，できうる限り，現に「サービス業」と呼ばれている産業
の全体の解明をするべきだからである。しかしこれによって，サービス業に
は，有用効果を生産する「サービス業?」と，有用効果を生産しない「サー
ビス業?」（たとえば労働者派遣業，物品賃貸業，情報処理サービス，等）の
両者が併存することになり，少なくとも，後者については有用効果概念を用
いずに分析ができる産業ということなる。これもまた，第１の方法と同様に，
有用効果概念を適用できるサービス業の範囲は，現行のサービス産業よりも
大幅に縮小するという結果をもたらす。
６．サービス産業の雑多性と飯盛説に含まれる２つの示唆
以上の２つの措置は，いずれも，現に「サービス」と呼ばれている産業の
内部にも，有用効果（無形生産物）を生産すると（一応）見なせるサービス
業と，有用効果（無形生産物）ではなく物質的生産物を生産したり流通過程
を担ったりするサービス業との，少なくとも３大区分が存在するということ
を，認めていることに他ならない。もし，現行のサービス業にこうした区分
を認めるならば，それはサービス経済論の方法としては大きな一歩前進であ
る。なぜなら，このことが表しているのは，サービス産業とは，有用効果や
無形生産物などいわゆる「サービス」概念を一律に適用できるような共通性
をもった産業ではなく，雑多な産業であるということを正面から捉えている
からである。
こうして，有用効果概念をいったん受け入れ，サービス業を「有用効果を
生産する産業」とする定義を受け入れたとしても，それによって，かえって
現実の「サービス産業」とは，一律に一つの概念（有用効果すなわちサービ
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ス概念）を適用できるような産業ではない，ということが浮き彫りになって
くる。可能な限り飯盛氏の主張に沿ったとしても，有用効果を適用できるの
は，サービス産業のある一定の部分に限定されざるをえないのである。
ところで，一つのサービス概念を広くサービス産業全体に適用するのでは
なく，サービス産業の雑多性を認めるという方法は，すでに飯盛氏の所説の
なかに示唆されている。
第１に，すでに飯盛氏が行っているように，「商業，金融保険，不動産を除
く」という点に大きなヒントがある。飯盛氏は，これらの産業だけは，その
業務内容や社会的な機能に基づいて，「有用効果を生産するサービス業」から
は妥当にも除外したのである。つまり，こうした方法を，サービス産業全体
に貫けばよい。労働者派遣業の機能は何であるのか，情報サービスの機能は
何であるのか，社会福祉の機能は何か，といったことを理論的・実証的に明
らかにすることで，それを一律に「有用効果を生産するサービス業」といっ
たように括ることからは解放される。
第２に，サービス産業の雑多性をまずは認めるという態度は，飯盛氏自身
がかつて次のように明確に述べていたことなのであって，私のオリジナルの
主張ではない。
?物質的財貨に帰着するサービス（修理・設計・運輸・保管等）は生産過程
の広義延長部分であり，広告・経理・情報調査等のサービスは流通過程に位
置づけるべきであろう。企業向けのサービスは生産物に帰着するサービスと
価値実現のためにサービスとに分類でき，前者は価値を形成し，後者は価値
を形成しない『空費』である。企業向けサービスの労働価値説への位置づけ
は，具体的な分類の問題を別とすれば，困難ではない。」（飯盛，1977，99-100
ページ）。
極めて妥当な方法である。ここには，修理サービスは有用効果を生産する
からサービス業であるとか，経理サービスも有用効果を生産するサービス労
働である，といった理論が入る余地はまったくない。まさに，修理サービス
を生産過程の広義の延長と捉え，経理サービスは流通過程の一部と捉えると
いう，そのそれぞれの業務内容に応じた社会的分業への位置づけという方法
が貫いている。もちろん，たとえば「情報調査」サービス（今日的に言えば
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情報サービス）には情報処理サービスなどが含まれるだろうから，それは流
通業務に関わる情報処理だけでなく，生産業務に関わる情報処理も行ってい
るであろう。したがって，情報調査サービスを流通過程にだけ位置づけるの
は多少問題があるとはいえ，それは，まさに飯盛氏の言う「具体的な分類の
問題」に属する事柄であって，方法上の難点を伴うような深刻な問題ではな
い。方法は正しいのであるから，あとは「具体的な分類」をより精緻に進め
ればよいだけである。繰り返しになるが，ここには，企業向けサービスだけ
に議論が限定されているとはいえ，それを一括して有用効果生産といったよ
うには捉えないという態度，しかも，そうした雑多な業務をそれぞれに腑分
けして分析しようとする妥当な態度が現れている。
こうした方法に基づくならば，対企業サービスの実証分析においても，修
理・設計から情報調査に至るあらゆる産業を対象としつつ，同時にその相互
の相違，すなわち雑多性を捨象することなく分析することが可能になる。
７．サービス産業の雑多性を認めることの積極的意義
かつての飯盛（1977）で主張されていたように，雑多な産業を雑多なもの
として捉えるという方法が持つ意義は，どこにあるのだろうか。
再び，先に取りあげた情報サービスを例にすると，そのうちの業務代替的
な側面を強く持つ情報処理サービスの発展と，ソフトウェア開発やそれと一
体となったシステムインテグレーションサービスの発展，また，保守・管理
サービスの発展は，自ずと異なる背景を持つということ，したがってそれが
持つ意味も異なってくるということを，捉えることができるということにあ
る。
たとえば，情報処理サービス業は，企業の業務代替が進むことによって産
業として拡大する一方，ひとたび業務の外部化が進んだ後には，その業務を
発注する側の企業や産業の動向に左右される。90年代の企業のリストラに伴
う業務の外部化の進展によってある程度拡大した一方，2000年代にはその伸
びが鈍化する。これは，外部化が一定程度進展したのちには，業務代替であ
るからこそ需要側の企業の業況に左右されざるをえないこと，また，同時期
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からソフトウェアなどの利用によってユーザー企業が自ら情報関連業務をよ
り簡易に行えるようになってきたことなどが背景にあると?えられる。
これに対して，ソフトウェア開発やシステムインテグレーションは，企業
が情報関連業務を担う場合の労働手段を生産し供給するサービスである。し
たがって，情報関連労働手段の設備投資需要によってその「サービス」の動
向が左右される。そして，このソフトウェアやシステムが固定資本としての
性格を有するとすれば，他の固定資本と同様に，設備投資の一定程度の群生
ないし一巡の後にはそれが鈍化せざるをえないという性格を，多かれ少なか
れ共有する。受注ソフトウェア開発サービスは，1990年代に大きく増大した
後，2000年代に入ると，景気拡張期であるにもかかわらずその伸びが鈍化し
たが，その背景にはこうした固定資本としての性質があると言ってよい。つ
まり，こうした一定程度の伸びとその後の鈍化という事実は，ソフトウェア
開発労働やシステムインテグレーションの労働は，それが先の業務代替的
サービスとは性質を異にし，また「有用効果生産労働」でもなく，これらが
固定資本としての使用価値を生産する労働であるという性質から来ることで
ある。
こうした動向に伴って，ユーザー企業のもとで設置されたシステムを管理
運営する，システム等管理運営受託サービスの割合が高まっている。このサー
ビスは，理論的に言えば，無形の使用価値を生産するのではなく，有形の労
働手段（固定資本）の消費過程に延長された使用価値維持の労働という側面
をもつ。したがって，先のシステム（固定資本）への投資の増大と並んで，
あるいはむしろその後に，それがより多く需要されるようになってきたと?
えられる。
さらに，近年では，先に見たように，こうしたソフトウェアや情報システ
ムが，企業の外部に置かれたまま利用に供されるという，クラウド・コン
ピューティングが拡大しつつあった。このことは，技術的には1990年代半ば
以降のインターネットの普及を基礎に置きながら，経済的には企業ができる
限り固定資産（生産手段）への投資を抑制し利益率を上昇させようとした同
時期から特に強まった傾向によって，もたらされていると?えられる。1990
年代以降，日本では設備投資が抑制的であり，2000年代の景気拡張期でさえ，
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とくに純投資が抑えられてきたことは，現代資本主義的な性格として重要な
特徴であるが（佐藤，2010，2011），このことが，情報関連投資や情報サービ
スの分野にも強く反映している。
以上の把握は，より一層詳細に展開する必要があるものの，一口に情報サー
ビスと言っても，その内部でさえそれを一律に「サービス」という概念で捉
えることは難しい。ましてや，情報サービスと労働者派遣業と社会福祉サー
ビスとの間には，「サービス産業」に分類されているということ以上の共通性
はないと言ってよく，これに唯一の概念を当てはめても，その発展原理や発
展の時期・内容の違い，その影響の違い等について分析を進めることはでき
ない。あるいはそうした違いの分析ができたとすれば，それは共通の「サー
ビス」という概念はほとんど利用していないということに他ならない。
８．飯盛説におけるサービスに対する肯定的評価と公共サービス
ところで，飯盛氏の有用効果説は，サービス産業の発展を基本的には肯定
的なものとして評価する見解の基礎理論としての位置づけも与えられている。
?第三次産業のうちのサービスを提供する部門（サービス業，運輸通信業）
は無形の使用価値（生産物）をうみだしそれを素材的担い手として価値を形
成する。これに対して売買・貸付機能を担う流通部門（商業，金融保険不動
産業）は，利子，商業マージン，地代，賃貸料などの費用控除によって維持・
扶養される不生産的部門である。現代資本主義の腐朽性・寄生性はこれらの
部門の肥大化に集中している。…［中略］…物財生産部門のみを生産的とし
てサービス部門を流通部門と同列に不生産的とする通説では，社会的再生産
にとって不可欠の環であり社会進歩の指標である教育・医療・福祉・文化な
ど公共サービス部門の発展と不生産的な流通部門の肥大化（腐朽化・寄生化）
が同一視されることとなる」（飯盛，2004，24ページ）。
流通部門を腐朽性・寄生化の現れと論定することの是非，そもそも腐朽性・
寄生化とは何かといったことについてはここでは措くが，見られるように，
サービス部門の拡大は腐朽性・寄生化の表れではないという主張の基礎に，
サービス部門は無形の使用価値を生産するから価値形成的であるという有用
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効果生産説があることは明らかである。そして，なかでも，「教育・医療・福
祉・文化など公共サービス部門の発展」を「社会進歩の指標」として高く評
価している。
ところが，現代の「公共」サービス部門の「発展」は，飯盛氏もかつて明
確に批判的に述べていたように，民営化によってもたらされている。
?公共サービス部門で進展している民間委譲は低成長のなかで公共サービ
スへの財政支出を圧縮し独占資本の財政への寄生をいっそう強めると同時に，
公共サービスの巨大な市場を独占体の新たな利潤追求（過剰資本の処理）の
対象として解放することを目的としている。世界資本主義の構造的危機の深
化のなかで広がっているいわゆる新自由主義の潮流??『小さな政府』の主張
はこれを理論的に支えるものであり，公共部門の資本蓄積への包摂は構造的
危機を乗り切る危機管理体制構築の重要な環をなしていることに注目せねば
ならない」（飯盛，1985，216ページ）。
そこで，論点は，民営化によってもたらされている公共サービスの拡大は，
「進歩」の表れとして積極的に評価されるべきなのか，それとも問題を内包す
る「後退」として批判されるべきなのか，そのいずれであるのかという点で
ある。上記のように，現代の民営化による公共サービスの拡大を極めて鋭く
批判している部分もある一方で，折に触れてアメリカとの比較で日本の公共
サービスのウェイトの小ささを問題視している（飯盛，2007，110-111ペー
ジ）。つまり後者からは，日本よりもアメリカの方が公共サービスのウェイト
の大きい「進歩」的な状態にあるということが示唆される。
しかし，民営化によってもたらされている現代の公共サービスの拡大は，
下記のような重大な問題を含む。
それは，まさに飯盛氏が批判していたように，「新自由主義の潮流」「小さ
な政府」路線こそが，民営化を伴う「公共」サービスの「拡大」をもたらし
ているということである。すなわち，既存分野での利益の伸び悩みに直面し
た資本が新規産業分野を模索する一方で，財政赤字に苦しむ政府が，民間資
本が参入しやすい新たな仕組みを創設し，できる限りそれらへ「委譲」して
いくというものである。この点で既に1985年の段階で鋭い批判を提示してい
た飯盛氏の先見性が際立つが，2000年代に入ると事態は一層深刻化し，とく
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に高齢者福祉分野ではあらたに介護保険制度が導入された。このことは，こ
れまではさまざまな問題を抱えながらも行政責任において措置制度の下で提
供されていた介護サービスが，あえて保険制度と契約制度へと転換させられ，
すなわちサービス事業者と利用者との間の新たな商品売買の関係として構築
しなおされたという点で，極めて重大な転換である。すなわち，市場での商
品売買関係となれば，資本主義的企業にとってもそこへの参入がしやすくな
る。この動きこそ，この間に進められた「公共」サービスの「拡充」の背景
にある。
もちろん，一般に，資本主義での生産力の発展が，資本の論理によっても
たらされたものであるとはいえ，他面では人類の進歩にとっては有用性をも
つように，「公共」サービスが資本によって提供されているからといって，そ
の使用価値的側面（生産力的側面）までもが否定される必要はない。資本に
よって提供されているとはいえ，一定の人々にとっては，そうした「公共」
サービス（福祉サービス）が利用できるということは，たしかに「進歩」で
はある。しかし問題は，現在では，これがまさに保険制度と市場メカニズム
（契約制度）を通じた事実上の商品として提供されているからこそ，人々が，
不可欠であるはずの公共サービス（福祉サービス）の利用から排除され，ま
たその利用を抑制される可能性を最初から伴いながら「発展」しているとい
うことにある。こうした利用からの排除や抑制を許すことは，本来の社会保
障や社会福祉の観点からみれば進歩ではなくむしろ後退である。社会保障や
社会福祉は，本来，資本主義の体制の内部にありながらも，資本主義の自己
責任原則や市場原理を修正するところに成立するのであるが，近年の「福祉」
は，むしろ資本主義の原理や市場原理そのものを利用して，しかもわざわざ
それを利用するように転換させられたところに成立している。
さらに，こうして市場原理に基づくサービス商品の購入という形を余儀な
くされた人々は，それへの備えとして，民間企業の提供する私保険にも加入
するのである。いわゆる第三分野の保険である。この保険への加入は，社会
保険への加入，ましてや措置制度の基礎となる租税の支払いとはまったく意
味を異にしていることは言うまでもない。民間保険自体が，アメリカの資本
をはじめとする大金融機関によって運営され，まさにあらたな利潤獲得分野
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として，1990年代以降急速に拡大してきた分野である。こうした金融の拡大
に，「公共」サービスの「拡充」が一役買っている。
私も，公共サービスや社会福祉サービスの拡充が社会の進歩であるという
ことは，全くその通りであると?えている。このことは，資本主義の自己責
任原則をそのまま貫いた救貧法，自己責任を集団的に果たさざるをえなかっ
た共済組合，はじめて社会的扶養が接合され自己責任原則が修正された社会
保険，国家の責任が明確化された社会保障と，幾多の困難を経て発展してき
た社会保障の歴史?に照らしてもそう捉えられる。しかし今日の市場原理に
よる「公共」サービスや福祉サービスの「拡充」は，こうした資本主義の自
己責任原則や市場原理の修正の歴史に逆行する。こうした逆行をもって社会
の進歩と捉えることはできない。その意味で，先の飯盛（1985）の批判的な
視点を持ち続けることが，現代ではますます必要となっている。
９．サービス経済論の一層の発展のために
飯盛氏の実証分析は，サービス産業全体にわたる詳細なものであり，これ
はこの分野の先駆的業績として，サービス経済論に取り組む者はそこから建
設的・批判的に学ぶ必要がある。そして，本稿では，飯盛氏の実証分析をわ
れわれがサービス産業分析として受け継ぎ一層発展させるためにこそ，有用
効果という一つのサービス概念をサービス産業に一律に適用するという方法
を問題としてきた。
サービス産業が雑多な産業の寄せ集めであるという一般に言われることは，
現行の産業分類におけるサービス産業が雑多なものである以上は，それはそ
れとして事実を捉えた重要な見方なのであって，われわれがすべきことは，
この雑多性をあえて覆い隠してしまうような一つのサービス概念を一律に適
用することではなく，この雑多性を雑多性としてそのまま受け入れたうえで，
そのものとして分析することである。この点への注意があまり払われてこな
かったことが，これまでのサービス論争においては，各論者が各々定義した
５ 社会保障の歴史的発展については，工藤（2003）。
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「サービス」にあてはまる産業だけを分析することへとつながっていた。この
ことが，サービス経済の実証分析を立ち遅らせてきたと言える。
飯盛氏の提示してきた実証分析の成果も，そこから有用効果概念を取り外
したとき，より一層，現代のサービス経済化を分析するものとして展開され
るものと思われる。
今後のサービス経済論の発展にとっては，サービスが雑多であるというこ
とを，事実としてまた理論としても認めるところから出発することが重要で
ある。サービス産業の拡大やサービス経済化という現在進行形の事態は，有
用効果とか有用的働きといった単一のサービス概念に頼ることなく，そのも
のとして分析されるべき時に来ているものと思われる。
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